



























03 -33 -015 -01から03 -33 -015 -02まで、台湾中央研究院近代史研究所檔案館所蔵、以下は番号のみ
記す。『奉系軍閥檔案史料彙編』（第３冊）（遼寧省檔案館編、江蘇省古籍出版社1990）。
《論　文》
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相の判明が難しい。しかし、たとえ上記の日本側の事件報告に即して考えても、事件が単
に荷車が宮木巡査の足を轢いたことによって引き起こされたことが分かる。仮に宮木巡査
が本当に多数の中国巡警に殴打されたとしても、事件はあくまでも一種の民事事件である
のみで、守備隊が出動するまでもなかった。
　一九一六（大正五）年八月十三日、当地に在留する日本人の吉本（喜代吉）が、中国人
の魚売りに対し三十銭の魚に十銭しか支払わず、両者の争いをひき起した。その様子を通
りかかった中国兵士が見て憤慨し、吉本を殴打した。負傷した吉本は当地領事館出張所の
川瀬（松太郎）巡査に申告した。川瀬は鎮守使署に赴いたが交際員が不在のため、直ちに
二十八師団に行って司令官に面会を求めるも、衛兵に拒絶されて進入できなかった。そこ
で、川瀬は吉本に同伴して直ちに鄭家屯に駐屯していた日本守備隊に援助を要請した。井
上隊長は直ちに松尾（彦治）中尉に兵員二十名を率いて川瀬と同行するように命じた。日
本側が再び二十八師団部に赴いた際、守備隊の松尾中尉が軍刀で中国軍門衛の右手を切断
したことによって日中両軍の衝突が起った。事件発生後、中国軍に包囲された鄭家屯に駐
屯する日本軍を救済する名目で、日本陸軍は多数の増援軍隊を派遣し、強硬な態度で軍用
電線を架設した。そして、中国軍を三十里より遠方へ撤退させることや、日本の警察を駐
在させること、鄭家屯当地の実質占領などを迫った。47
　ここでは、事件が発生した前提、つまり、日本軍が鄭家屯当地に駐屯することは元々法
的な根拠がないことに留意しておく必要がある。それでも、当時在北京日本公使館の林
（権助）公使が「川瀬巡査が従来の慣行とは云いながら当該地方官憲に交渉することを為
さず、直接軍隊に向かいて談判を試みんとし、剰え其の行動の頗る常軌を逸したる、（中
略）我外務省巡査が斯かる場合に於いて何等出兵を要求し得る権限無きに拘らず、守備隊
長が軽々しく之に応じたる」と批判し、川瀬巡査が軍事力を背景に中国と交渉することの
妥当性や鄭家屯に日本軍が進駐する法的根拠を有するのかについて疑問を投げかけた48。
　このように、この時期になると、在華日本領事警察の行動の横暴、跋扈さが更に強く
なったことがわかる。
　この長春における日本領事警察の発展の歴史の中で寛城子事件を再考すると、事件が普
通の殴打事件から日中両軍の衝突事件に発展していく過程において、領事警察などに関す
る近代な法的なシステムは存在していたが、役割があんまり果たせなかったことが分か
る。このようなことは寛城子事件だけではなく、日本が長春で領事館を設置してからずっ
と続いていた現象である。とりわけ、「南満」鉄道に駐屯した日本守備隊は「邦人保護」
の名目で、領事警察の職権を積極的に代行し、地方行政の関与を通して、独自の権益を求
47　「鄭家屯事件についての一考察」を参照。
48　八月十八日、在中国林公使より石井外務大臣あて、第744号、『文書五年』604頁。井上勇一「在
奉天総領事代理 矢田七太郎：在奉天総領事の見た満州問題」『法学研究』85（12）、62頁を参照。
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めようとしていた動きに注意しなければならない。
５．結論
　日清戦争後、日本は「日清通商航海条約」の締結により、中国における領事裁判権の獲
得に成功した。さらに、これを根拠にし、中国における領事警察権を要求した。しかし、
警察権が明白に中国の主権を侵害したため、中国側が再三に亘って抗議をしたものの、日
本は居留民の保護取り締まりを口実に中国の抗議を棚上げにして、警察網の拡充に力尽く
した。日露戦争が終結後、日本は南満州鉄道の獲得により、満州における権益の擁護を進
めていた。これに伴って、当地における日本人の進出も頻繁になりつつあった。この状況
を背景にして、日本は満州における権益を擁護するため各地に領事館を積極的に設置する
ようになった。さらに、この時期に日本の当地における秩序は乱れており、事業の展開も
まだ正規な軌道に乗らず、いわゆる「不良」日本人の取り締まりも急務の一つとなった。
ゆえに、領事警察の派遣も全力を挙げた。
　日本は満州における居留民の保護取締りのはたを掲げ、「不良」日本人を取り締りなが
ら、領事警察自身に対しても厳しく監督した。これを近代的な法的システムが整備されつ
つあった背景から考えると、法に則って行動するという錯覚を起させやすい。しかし、こ
の仮面の裏に、元々法的な根拠なしに派遣した領事警察の行動が当地における中国人の日
本に対する不満を煽る以上に、常に当地に駐屯する日本守備隊から助力を仰ぎ、当地中国
人を圧迫したという事実があったことは見逃せないと考えられる。ごく普通の日中民間人
の争闘事件が最後に日中両国の軍隊の衝突事件に発展していった過程からもわかるよう
に、法的な措置を取らずあるいは法的システムが動かないことは日中衝突した事件を引き
起した主因となった。
　寛城子事件に即して考えると、当事件は張作霖の策略により起されたといううわさも日
中両国の当局の耳に入った。しかし、この事件の発生、発展、解決の段階においての法的
な動きの考察をしたことより、領事警察の横暴、当地守備隊の強硬はまさに事件を引き起
した根源であると分かる。また、この横暴や強硬は一時的なものではない、領事警察が派
遣された当初からずっと実在した。このことから、寛城子事件の発生は偶然的なことでは
ないと言えるだろう。
キーワード　寛城子事件、領事警察、邦人保護、鉄道守備隊
（HUO  Yaolin）

